
中心市街地活性化基本計画策定の経緯

平成12年3月
基本計画策定
ＴＭＯとして前橋商工会議所を認定

平成17年11月
基本計画改訂

平成23年3月
基本計画策定（任意計画）

平成26年3月
基本計画改訂（任意計画）

平成29年3月
基本計画策定（任意計画）
※ 令和4年3月で終了となる。

まちづくりの流れ

平成21年3月
都市計画マスタープラン策定

平成27年3月
都市計画マスタープラン改訂

平成27年5月
前橋市市街地総合再生計画策定

平成30年3月・平成31年3月
立地適正化計画（都市機能誘導区域・居住誘導区域）策定・都市再生整備
計画策定
「コンパクトシティプラスネットワーク」のまちづくり

令和元年7月
前橋市市街地総合再生計画改訂

公共交通の整備

平成23年8月
前橋市交通政策マスタープラン策定

平成30年3月
前橋市地域交通網形成計画策定

平成30年3月・平成31年3月
立地適正化計画（都市機能誘導区域・居住誘導区域）策定
「コンパクトシティプラスネットワーク」のまちづくり

平成30年度から
自動運転バスの実証実験（中央前橋駅⇔前橋駅）

令和元年度から
前橋版MaaSの実証実験

令和元年9月
「前橋市アーバンデザイン」策定
商工会議所「Green&Relax」構想

令和2年5月
都市計画マスタープラン改訂
立地適正化計画との整合性を図る

令和元年6月
路線バス事業者の路線、運行間隔、運賃等についての共同運営等に関して
、独占禁止法除外の方針決定⇒特例法の提出へ

令和2年5月
独占禁止法の適用除外に係る特例法成立
改正地域公共交通活性化及び再生法成立
令和2年11月
上記二つの法が施行

現行計画における事業の進捗状況 

 

着手ハード事業 １２事業 
９５．３％ 

着手ソフト事業 ８９事業 

未着手 ５事業 ４．７％ 

合計 １０６事業 

支援項目数 代替支援の数 
Ａ 市街地の整備 

改善 
７項目 ６項目 

Ｂ 都市福利施設 
の整備 

１項目 １項目 

Ｃ まちなか居住 
の推進 

１項目 １項目 

Ｄ 商業の活性化 ６項目 ２項目 

計 １５項目 １０項目 

代替支援のないもの（いずれも行政向けの支援） 

① 土地の先行取得に係る低利融資 

② イベント支援・空き店舗対策の補助 

③ ハード整備における起債対象の拡大 

④ 中活の診断・サポート事業 

⑤ 中活アドバイザー派遣 

・中心市街地活性化基本

計画（認定計画）から立地

適正化計画によるまちづく

りに変化してきている。 

・立地適正化計画による

財政的支援メニューの方

が充実している。

・内閣府の報告書によれ

ば、認定計画に係る評価

指標の目標達成率は、３

４．２％で低い水準にあ

る。

・中心市街地活性化基本

計画（認定計画）について

は、見直す時期に来てい

る。
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例１ 民間による店舗誘致、白井屋ホテル開業 

２ 馬場川・広瀬川の高質化整備 

３ 優良建築物等整備事業の推進 

４ ＪＲ前橋駅北口の再開発着手・アクエル前橋の開業 

５ リノベーションまちづくりによるミクストユースの促進 

６ 千代田町中心拠点地区市街地再開発事業の検討 

１ 公共交通計画の策定 

２ 地域公共交通利便増進実施計画の策定 

３ 路線バスの共同経営計画の策定 

４ 交通系ＩＣカードの利用開始 

５ 自動運転バス実装 

６ 前橋版ＭａａＳ社会実装 
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路線バスのパターンダ

イヤ化、運賃の定額

制などが可能となる。 

平成30年12 月 

まちづくり公社を都市再生

推進法人に指定 

令和元年11月 
前橋デザインコミッション設
立 

令和2年4月 

前橋デザインコミッションを

都市再生推進法人に指定 
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新型コロナ禍において、民間活力を最大限に生かすまちづくり 

 国の最近の動向 

平成28年5月 
「Dパーキング前橋駅北口」開業 
→パークアンドライドの推進 

関係団体の協力により、実装化が加速 

平成18年 
まちづくり三法改正 
認定計画制度創設 

認定計画による支援及び代替支援 

※立地適正化計画による支援が充実している 

 

実

証

段
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平成10年 
中心市街地活性化法 施行 
改正都市計画法 施行 
平成12年 
大店立地法 施行 

立地適正化計画 
主 体 の まち づ く り
に変化 


